
平成２７年（厚）第２６号

平成２７年１０月３０日裁決

主文

厚生労働大臣が、平成○年○月○日付で再

審査請求人に対してした、後記「理由」欄第

２の２記載の原処分を取り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

主文と同旨である。

第２　再審査請求の経過

１　厚生年金保険法（以下「厚年法」とい

う。）による老齢厚生年金の受給資格期

間を満たした者（以下、便宜的に「受給

権者」という。）であったＡ（以下「亡

Ａ」という。）は、平成○年○月○日に

死亡したが、亡Ａには、その死亡時にお

いて、戸籍上の届出のある妻請求人（以

下「請求人」という。）があった。再審

査請求人（以下「請求人」という。）は、

亡Ａの内縁の妻であるとして、平成○年

○月○日（受付）、厚生労働大臣に対し、

遺族厚生年金の裁定を請求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「厚生年金保険法第

５９条１項に規定する遺族厚生年金を受

けることができる「配偶者」とは認めら

れないため（戸籍上の妻との婚姻関係は

形骸化しているとはいえないため）」と

いう理由で、遺族厚生年金を支給しない

旨の処分（以下「原処分」という。）を

した。

３　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官に対する審査請求を

経て、当審査会に対し、再審査請求をし

た。

第３　問題点

１　受給権者が死亡した場合において、

その死亡当時その者によって生計を維

持したその者の配偶者（婚姻はしてい

ないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者（内縁の配偶者）を含む（厚年

法第３条第２項。以下、婚姻はしてい

ないが事実上婚姻関係にある妻と同様

の関係にある者を「内縁の妻」とい

う。））で年額８５０万円以上の収入又は

６５５万５０００円以上の所得を将来に

わたって有すると認められる者以外の者

に遺族厚生年金が支給されるが、受給権

者に戸籍上届出のある妻のほかに内縁の

妻がある場合（以下、このような内縁の

関係を「重婚的内縁関係」という。）に

ついては、婚姻の成立が届出により法律

上の効力を生ずることとされていること

からして、届出による婚姻関係を優先す

べきことは当然であるから、当該内縁の

妻は、受給権者によって生計を維持して

いた事実のほかに、受給権者と戸籍上の

届出のある妻との婚姻関係がその実体を

全く失ったものとなっているときに限

り、遺族年金を受給することができる配

偶者に当たるものとされている（厚年法

第５８条第１項及び第５９条第１項及び

第４項、厚年法施行令第３条の１０並び

に「生計維持関係等の認定基準及び認

定の取扱いについて」（平成２３年３月

２３日年発０３２３第１号厚生労働省年

金局長通知。以下「認定基準」という。））。

２　本件の問題点は、まず、亡Ａの死亡当

時、亡Ａと戸籍上の妻である請求人との

婚姻関係がその実体を全く失ったものと

なっていたといえるか、否かということ

であり、これが認められた場合に初めて、

請求人と亡Ａが、生計維持関係にあった

か、否かという点が問題となる。

第４　当審査会の判断

１　一件記録によれば、次の各事実が認め

られる。

（1）～（12）　（略）

２　上記認定基準では、「届出による婚姻

関係がその実体を全く失ったものとなっ

ているとき」とは、①　当事者が離婚の

合意に基づいて夫婦としての共同生活を

廃止していると認められるが戸籍上離婚

の届出をしていないとき、②　一方の悪

意の遺棄によって夫婦としての共同生活

が行われていない場合であって、その状

態が長期間（おおむね１０年程度以上）



継続し、当事者双方の生活関係がそのま

ま固定していると認められるとき、のい

ずれかに該当する場合であるとし、また、

前記②の「夫婦としての共同生活の状態

にない」といいうるためには、以下のア

ないしウの要件を全て満たすこととして

いるところ、当審査会としてもこれを相

当と解するものである。

ア　当事者が住居を異にすること

イ　当事者間に経済的な依存関係が反

復して存在していないこと

ウ　当事者間の意思の疎通をあらわす

音信又は訪問等の事実が反復して存

在していないこと

３　以上に基づいて、本件の問題点を検討

し、判断する。

（1）　亡Ａと請求人との婚姻関係の形骸

化について

認定基準によれば、「届出による婚

姻関係がその実体を全く失ったものと

なっているとき」とは、前記２の①ま

たは②のいずれかに該当する場合をい

うところ、上記１で認定した事実から、

亡Ａと請求人は、亡Ａが死亡するまで

の２３年間にわたって別居していたこ

とが認められる。請求人は、回答書及

び回答書追記（以下、併せて「回答書

等」という。）において、別居した経

緯については、「○○○○年頃、自分

から出て行った。」、「○○の吞屋で住

み込で生活していたようです。」とし、

別居生活解消の話し合い、努力は、「お

こなわなかった」とし、その理由とし

ては「借金の残債もあったので何回も

話し合ったが、逃げるばかりで家によ

りつかなかった。」としている。

経済的な依存については、回答書

等によれば、Ｂが亡Ａより生活費とし

て現金を受けとり、毎月３万～１０万

円を請求人に送金していたとしている

が、亡ＡがＢに請求人の生活費を渡し

ていたことの確認資料がなく、また、

Ｂが亡Ａから渡された生活費を請求人

に振込み送金したとされる預金通帳に

は、亡Ａの死亡後も振込があることか

ら、それらの振込みが、亡ＡがＢに渡

した金員をＢが振り込んだものと認め

るには疑問があり、これを亡Ａからの

経済的援助としては採用することがで

きない。

そして、請求人の回答書等による

と、亡Ａとの音信、訪問については、「Ｂ

が間に入って、電話」とし、「直接会っ

たのは６年位前」としていて、亡Ａと

請求人との直接の音信、訪問が反復し

てあったことも窺われない。

（2）　ところで、民法第７５２条は「夫

婦は同居し、互いに協力し扶助しなけ

ればならない。」と規定しており、夫

婦が同居し、協力し、扶助することは、

その本質の要請するところである。夫

婦における同居義務、協力義務及び

扶助義務は、夫婦協同関係の本質的義

務であって、婚姻の成立とともに発生

し、婚姻の解消まで存続するものであ

り、夫婦の共同生活は、多かれ少なか

れ、夫と妻の分業による協力により成

り立っており、夫婦の相互扶助は、親

族一般の「扶け合い」というよりも、

より強い切実なものであって、未成熟

の子を含む夫婦一体としての共同生活

に必要な衣食住の資を供与しあうこと

であり、相手の生活を自分の生活と同

一の内容・程度のものとして保障する

ものでなければならないものである。

しかして、夫婦の協力義務及び扶助義

務は、夫婦が同居してこそ夫婦の共同

生活に適う十分な履行ができるものと

いうべきであるから、夫が妻と別居し

て他の女性と同棲、同居するという行

為は、特段の事情のない限り、それだ

けで妻に対する悪意の遺棄に当たると

いうべきである。

以上の観点から本件を見るに、亡Ａ

は、請求人との同居義務に違背して別

居し、請求人と同居していたものであ

り、その期間は２３年にも及び、その

間の音信や経済的援助も上記検討のと

おりであるところ、上記認定の請求人

が申し立てる亡Ａと請求人との別居の



経緯からすれば、亡Ａは、悪意で請求

人を遺棄したものというべきであり、

その婚姻関係は、別居から１０年を経

過した時点において、実体を伴わない

名ばかりのものとなり、亡Ａ及び請求

人の双方がそのような婚姻関係を受容

し、離婚の届出はしないものの、婚姻

関係を旧に復する意思を放棄し、実体

を伴わない名ばかりの婚姻関係が固定

化するに至ったものということができ

るから、亡Ａの死亡の時点において、

亡Ａと請求人との婚姻関係はすでに実

体を失って形骸化していたと認めるの

が相当である。

（3）　亡Ａと請求人との生計維持関係に

ついて

亡Ａの死亡当時、請求人が同人と生

計を同じくしていたこと、及び請求人

の年収が８５０万円未満であったこと

は、前記１の事実から明らかである。

（4）　そうすると、請求人は、亡Ａの死

亡当時同人と婚姻関係と同様の事情に

あった者であり、かつ、同人によって

生計を維持していたものであるから、

同人の死亡による遺族厚生年金の受給

権を有することになる。よって、請求

人に対し遺族厚生年金を支給しないと

した原処分は妥当でなく、これを取り

消すべきである。

以上の理由により、主文のとおり裁決する。


